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１．内外政  
▼キエフにおける衝突関連  
・１７日、ヤヌコーヴィチ大統領が「反デモ法」に署名（２

１日付で発効）。 

・１９日、独立広場で反政府集会開催。午後遅く、フル

シェフスキー通りでデモ隊と警察部隊が衝突。 

・２２日、警察部隊は、フルシェフスキー通りのデモ隊

に対し強制排除を試み衝突が再発。少なくとも２名が

死亡（１１月末にデモが始まってから初めての死者）。 

・２３日以降、地方都市（主に中西部）では反対派の活

動が活発化し州庁舎等が占拠。２６日時点で、ウクライ

ナ全２５州（特別市を除く）のうち、リヴィウ州等１１州で

州行政府が占拠、チェルカスィ州等７州で州行政府が

包囲。 

・２６日未明、反対派は、「ウクライナ・ハウス」を占拠。 

・２７日、「共同行動」と名乗る組織が司法省を占拠する

も、同日中に退去。 

・反政府側によれば、３日時点で死者４名、行方不明３

５名、負傷約１，４００名。７日現在、フルシェフスキー通

りでは「停戦」状態が継続。 

▼国外の反応等  
・２２日、アシュトンＥＵ上級代表は、暴力の発展により

死者が出ていることを強く非難する声明を発表。 

・２４日、米国務省は、地域党議員２名の査証停止を決

定。 

・２４・２５両日及び２８日、フューレＥＵ代表が来訪、ヤ

ヌコーヴィチ大統領及び野党指導者等と会談。 

・２７日、潘基文国連事務総長は、ヤヌコーヴィチ大統

領と電話会談、国連代表者を派遣の用意がある旨発

言。２９日、ヤヌコーヴィチ大統領は、来訪したセリー同

特使及びアシュトンＥＵ上級代表と各々会談。 

・２９日、オバマ米大統領は、ウクライナ国民が表現の

自由及び国家の将来を選択する権利を有するべき旨

発言。カナダ外務・移民両省は、ウクライナでの反政府

側に対する暴力行為に関わった政権幹部に対するカ

ナダへの渡航制限を発表。 

・３１日〜２日、ミュンヘン安全保障会議が開催。ファン

＝ロンパイ欧州理事会議長は、 ウクライナに対する連

合協定締結の提案はまだ机上にあり、同国の将来はＥ

Ｕと共にある旨発言。 

 

・４・５両日、アシュトンＥＵ上級代表が来訪、ヤヌコーヴ

ィチ大統領及び野党指導者と会談、EU・米国はウクラ

イナ新政府による政治・経済改革を開始することを条

件に多額の財政支援を実施することを検討中と発言。

報道によれば、支援額は、IMFとの合意を前提に、２０

１４-２０２０年の間で１９０億ユーロに達する可能性あり。 
・６日、欧州議会は、ウクライナにおける平和な抗議運

動参加者に対する暴力を非難し、ＥＵ及び加盟国に、

右暴力行為に責任を負うウクライナ政府関係者、国会

議員及びオリガルヒに対し、渡航禁止及びＥＵ内資産

凍結などの制裁を要請する決議を採択。 

・６日、ヌーランド米国務次官補が来訪、ヤヌコーヴィ

チ大統領及び野党指導者と会談、国民のコンセンサス

を得た新政府樹立に期待と発言。 

・６日、プサキ国務省報道官は、米国はウクライナに対

する財政支援を検討中としつつ、最終決定は新しい内

閣発足後になされる見込みと発言。 

・７日、ヤヌコーヴィチ大統領は、ソチ冬季五輪開会式

に出席、潘基文国連事務総長、プーチン露大統領、

ビュルカルテ・スイス大統領と会談。 

▼大統領の動き等  
・ヤヌコーヴィチ大統領は、１７日、リョーヴォチキン大

統領府長官を解任し、２４日、クリューエフ国家安全保

障・国防委員会書記を後任に任命。 

・２２日以降、ヤヌコーヴィチ大統領等は、野党３党代

表と数回にわたり協議。 

・２３日、ヤヌコーヴィチ大統領は、ルィバク最高会議議

長と協議し最高会議臨時会議の召集を指示。ルィバク

議長は、２８日の臨時会議召集を決定。 

・２５日、ヤヌコーヴィチ大統領は、ヤツェニューク・バ

チキフシチナ党会派長に首相職を、クリチコ・ウダール

党党首に人権担当副首相職を打診。一方、ヤツェニュ

ーク会派長及びクリチコ党首共に提案を受け入れない

立場を表明。同日、ヤヌコーヴィチ大統領は、停職処

分としていたポポフ・キエフ市行政府長官を解任、マケ

エンコ地域党議員を後任に任命。 

・２８日、アザーロフ首相が辞任を表明。同日、ヤヌコ

ーヴィチ大統領は辞表を受理し、内閣総辞職を命令。 

・３０日、ヤヌコーヴィチ大統領は、「『反デモ法』の無効

化法」及び「恩赦法」に署名（２日付で発効）。同日より

２日まで、ヤヌコーヴィチ大統領は病気休養。 

【１月１１日〜２月７日】   
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▼最高会議の動き等  
・２８日、最高会議臨時会議が開始、１６日に採択され

た「反デモ法」の無効化法案が採択。 

・２９日、最高議会臨時会議において、採択すべき「恩

赦法」案を巡り議論が紛糾した末、地域党案が採択。

これに対し、野党３党は非難声明を発出。 

・４〜６日、最高会議の新会期が開始するも、与野党間

で議題案及び会議日程の調整を巡り紛糾。６日、会議

日程に本会議を隔週実施とする与党案が採択、憲法

改正問題については、与野党案が作成された時点で

臨時会議を召集し審議を行うことで合意。 

 

２．経済  
▼マクロ経済  
・２８日、スタンダード＆プアーズ格付けサービスは、現

状の政治・経済状態に鑑み、ウクライナの長期・短期の

信用格付けを「B－」から「CCC＋」に格下げ、２９日、

同サービスは、２０１４年のウクライナの GDP 成長率を

１．０％と下方修正（２０１３年１１月時点では１．５％）、２

０１５年を２．５％、２０１６年を３．５％と予測。 

・３０日、国家統計局は、２０１３年のウクライナの GDP

成長率を０％、２０１３年第４四半期は前年同期比で３．

７％増と発表。 

・３日、ムーディーズ国際格付けサービスは、現状の政

治・経済状態、ロシアの財政支援の信用性の低さ及び

外貨需要の高まりからの資金流出のリスクが上昇した

こと等に鑑み、ウクライナの債務格付けを「Caa1」から

「Caa2」に格下げ、今後の見通しを「ネガティブ」と発表。 
▼財政・金融  
・１３日、国銀は、外貨準備高が２０１３年１２月に８．５

３％増加し２０１４年１月１日時点で２０４億１６００万米ド

ルとし、２０１３年当初より１６．８３％（４１億３千万米ドル

分）減少と発表。 

・１４日、国家統計局は、２０１３年１～１１月間の対外貿

易赤字を前年同期比７．５％（約１０億ドル）減の約１６６

億ドル、輸出入製品は前年同期比で、各々９．２％（約

５７４億米ドル）、８．９％（約７００億米ドル）減と発表。 

・２７日、財務省は、２０１３年に国家負債額が１３％（８４

億３，４００万米ドル）増の７３０億７８０万米ドル、対外債

務が３．２％減の３７５億３６００万米ドル、国内債務が３

７．５％増の３５５億４２００万米ドルとなった旨発表。 

・２９日、アルブーゾフ首相代行は、ロシアからの２０億

米ドルの融資はまもなく受け取ることができるだろうとし、

中央銀行は通貨市場をコントロールしており、財政シ

ステムは十分に安全な域にある旨発言。 

・５日、国銀は、２０１３年のウクライナの経常収支赤字

が GDP の８．９％で１６１億米ドル（２０１２年は GDP の

８．１％で１４３億米ドル）、国際収支は２０億米ドルの黒

字（２０１３年の金融収支が２０１２年の１０１億米ドルに

対し１８２億米ドル）と発表、経常収支が悪化した主な

要因として、物価価格の下落及びウクライナの輸出に

対する低い需要を提示。 

・５日、アルブーゾフ首相代行は、現在の国家通貨の

価値下落は政治危機のために起こっているものであり、

経済的要因によって起こったものではない旨発言。 

・７日、シェルバコバ国銀通貨政策局長は、米ドルに対

する国内通貨の公式な為替相場は、銀行間市場で行

われた平均のレートに基づいて決められる旨発言。 

・７日、国銀は、外貨購入に際し、海外における教育や

医療費のための支払いには制限を設けないが、個人

に対して外貨売却・送金に関しては制限を設けること

を決定（一人当たりの送金額は５万フリヴニャ以下）。 

・７日、国銀は、１月３１日時点の外貨準備高を前月比

１３％減の１７８億米ドルと発表、これは国家債務の返

済（IMF への返済含む）及び国内通貨安定のためにも

必要であった旨説明。 

▼農業  
・１４日、ホンチャレンコ国家農業検査局長官は、２０１３

/２０１４年市場年上半期（２０１３年７月～２０１４年１月）

における穀物輸出量が対前年同期比４８０万トン増の２，

２１０万トンと発言。 

・１５日、国家統計局は、暫定値として、２０１３年の農業

生産高が対前年比１３．７％増と発表。 

・３０日、国家非常事態局は、ルハンスク州クラスノドン

市内の農場で死亡した５匹の豚からアフリカ豚コレラが

検出された旨発表。 

・５日、歳入・国税省は、２０１３年の穀物輸出額が６４

億ドル（うち５７億ドルがトウモロコシと小麦）と発表。 

▼国家予算  
・１６日、最高会議は、歳入３，９２４億フリヴニャ・歳出４

４７３億フリヴニャとし、国家予算不足の上限が５９６億

フリヴニャ（ウクライナの GDP を３．０％、インフレ率を４．

３％としての試算）とする２０１４年国家予算案を採択。

１７日、ヤヌコーヴィチ大統領は、同予算案に署名。 

▼ＩＭＦ  
・１４日、フセイン IMF 欧州局次長は、ウクライナ・ハン

ガリー・クロアチア・セルビアで本年中に経済情勢は大

きく悪化し、より大きなリスクに直面する旨予測。 

・２９日、IMF は、ウクライナが決められた支払いのスケ

ジュールに基づき、本年中に３７億２千万米ドルを支払

う必要がある旨発表。 
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・７日、ゲリーIMF 報道官は、ウクライナ政府は IMF 基

金に関する支援プログラムの問題に関心を示さなくな

ったが、ウクライナ政府の要求があればマクロ経済を安

定させるべく支援する用意がある旨を発言。 

▼その他  
・１５日、閣僚会議は、「２０２０年までの国内自動車産

業発展のための国家計画」コンセプトを承認。同コンセ

プトでは、２０２０年までに、国産車の生産台数を７３５，

０００台、輸出台数を２２０，０００台、国産車の国内市場

シェアを７０％とする目標を提示。 

・１６日、セミノジェンコ科学イノベーション情報化庁長

官は、ウクライナが１月１日以降、初めて参画した、

「Horizon２０２０」欧州連合プログラム（２０１４～２０２０年

間の EU の基礎研究開発プログラム）が、EU とウクライ

ナの科学技術協力を深める共通の関心事項であり、ウ

クライナの EU への科学技術の統合は、急速に加速し

ており、将来より深くなるだろう、疑いもなく、EU との協

力は国家の発展、ウクライナ社会全体のポジティブな

影響を与えるであろうし、ウクライナとしても EU を科学

技術協力において等しいパートナーであると考えてい

る旨を発言。 

・３日、EBRD はウクライナにおけるエネルギー効率化

プロジェクト及び再生可能エネルギーの発展のための

１億米ドルに相当する融資計画を承認するとともに、小

中規模のビジネス環境改善のために５．５千万米ドル

を追加融資する旨も言及。 

 

３．防衛  
・３１日、レベジェフ国防相代行は、８７％の軍人はヤヌ

コーヴィチ大統領を支持しており、憲法上、軍の介入

が許容されるのは、非常事態下及び戦時下のみであ

る旨発言。 

・３日、国防省は、EU 海賊対処活動「アトランタ作戦」

に参加中のフリゲート艦が、アデン湾において韓国海

軍駆逐艦と合同訓練を実施、相互運用性の向上、二

国間軍事協力が目的であり初の合同訓練であった旨

発表。 

・４日、レベジェフ国防相代行は、ヤヌコーヴィチ大統

領と会合を開き、２０１４年のウクライナ軍の任務、訓練

状況等を報告、また軍人の給与の増額等について議

論。 

・６日、国防省は、ロシアのソチで開催される冬季オリ

ンピックに関連し、ウクライナの防空を強化するため

Su-27 戦闘機をクリミアに展開した旨発表。 

（了） 
 


